
新規 拡充 重点 継続

○

年度

人

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

合同就職説明会の開催

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

ひとり親家庭の父母の見識を広げ、就職のきっかけとなる場を提供できました。

実
施
状
況

達成度

4,455

3,264

他のひとり親家庭の就業支援策と一体的、効果的に実施する観点から、県や市等の自治体が実施す
ることが望ましいと考えます。

3,209

4,400

長引く不況により、ひとり親家庭等の経済・雇用状況は依然と厳しいため、現時点で支援が必要である
と考えます。

平成２２年９月1６日に北九州市合同就職説明会を開催し、就職の困難なひとり親家庭の父母の就業の機会を提供しました。

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

説明会の会場内で子育てや就職に関する相談や就職に役立つ講座を開催し、効率的な支援を行いま
した。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

3

3

実績

計画

内容

内容

118

合同就職説明会の参加者数

実績　就業による自立を支援することが重要であることから、ひとり親家庭の就業を支援する施策の利用
数の増加に努めます。

計画

平成２２年度

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ひとり親家庭のための合同就職説明会

政策分野

５８２－２４１０

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

合同就職説明会の参加者
数１１８人

当初の
予定

合同就職説明会の開催

目標

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

継続実施

平均年収が約220万円と低い水準にあり、非正規職員の割合が55％と高く、非常に厳しい現状にある母子家庭の母等の就業を支援するた
め、ひとり親家庭への理解を示す企業を開拓し、企業への就職の場を提供する合同就職説明会を開催することにより、就業機会を増やしま
す。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援するため、事業を継続します。

就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援するため、引き続き支援を行います。

前年度に評価した
今後の方向性

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

件

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

母子家庭の母の自立を支援するため、事業を継続します。

4

4

実
施
結
果

うち一般財源

実
施
工
程

平成２２年度 平成２６年度平成２５年度

当初の
予定

自立支援教育訓練給付金、
高等技能訓練促進費等給
付金の支給

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

継続実施

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

自立支援教育訓練給付金
申請件数：１件
・高等技能訓練促進費等給
付金の支給申請件数：７９
件

母子及び寡婦福祉法31条に規定する母子家庭の母の雇用の安定及び就職の促進を図るための給付金を支給します。

目標平成２３年度

内容

事　業　名

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子家庭自立支援給付金事業の推進

政策分野

子ども家庭局・子育て支援課

平成２２年度実施事業 ５８２－２４１０

平成２２年度

ひとり親家庭への支援

平成２３年度 計画変更理由

計画自立支援教育訓練給付金の申請件数

連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

内容

1

79

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

支給金額等は法で規定されています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

204,508

51,182

244,493

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

実績　就業による自立を支援することが重要であることから、ひとり親家庭の就業を支援する施策の利用
数の増加に努めます

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

実施主体は法で規定されているため、市の関与は必要です。

61,144

今実施をしなかった場合、安定した仕事につくことが困難となるため、目的を実現できません。

母子家庭の母親の就業を促進し、自立を支援するため、就職に有利で、生活の案手につながる資格の取得を促進するために
「高等技能訓練促進費等給付金」、就職につなげる能力開発のため教育訓練講座の受講料を助成する「自立支援教育訓練給付
金」を支給し、母子家庭の母の自立を促進しました。

4

事業費

4

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

給付金の支給により就業が促進され、母子家庭の母の自立を図ることができました。

実
施
状
況

達成度

収入面、雇用条件等で安定した仕事につき、自立を促進できる事業であり、法の規定に従い、引き続
き、現状の支援を行います。

達成度

実績

計画

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

高等技能訓練促進費等給付金の申請件数

就業による自立を支援することが重要であることから、ひとり親家庭の就業を支援する施策の利用
数の増加に努めます

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

自立支援教育訓練給付金、
高等技能訓練促進費等給
付金の支給



新規 拡充 重点 継続

年度

人

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

就業支援講習会の充実を図ります。

3

3

実
施
結
果

うち一般財源

実
施
工
程

平成２２年度 平成２６年度平成２５年度

当初の
予定

母子福祉センター運営委託

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

継続実施

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

母子福祉センターにおける
講座等の受講者延べ人数：

4,438人

「母子福祉センター」において、各種相談事業、自立促進のための各種講座や就職相談会などを実施し、母子家庭等の総合的な福祉の向上
を図ります。今後、さらに、就業支援講習会の充実を図ります。

目標平成２３年度

6,000人内容

事　業　名

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子福祉センター事業の充実

政策分野

子ども家庭局・子育て支援課

平成２２年度実施事業 ５８２－２４１０

平成２２年度

平成26年度

ひとり親家庭への支援

平成２３年度 計画変更理由

計画母子福祉センターにおける講座等の受講者延べ人数

連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

内容

4,438

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

指定管理者制度によりコストの削減等に努めています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

32,860

22,383

33,830

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

実績就業による自立を促進することは重要であることから、母子家庭等の就業を支援する施策の利用数
の増加に努めます。

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

母子福祉センターは、法で規定された施設であり、市の関与をなくすことはできません。

22,880

母子家庭の生活状況は非常に厳しい状況にあり、支援事業を実施しないと、母子家庭等の生活の安
定と向上を図ることはできない。

母子福祉センター事業を実施し、就業支援、生活支援等により、ひとり親家庭等自立と生活の向上を図りました。

4

事業費

4

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

各種相談事業、就業支援講習会の開催等により、母子家庭等の福祉の向上を図りました。

実
施
状
況

達成度

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、引き続き、現状の支援を行う必要があります。

達成度

実績

計画

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

母子福祉センター運営委託



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

今後の就業支援に向けた活用

今後の就業支援に向けた活用

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

収集事例を選定し、成功事例集を作成します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

事例収集 成功事例集の作成

事例収集

目標平成２３年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

「母子福祉センター」で実施している母子自立支援プログラム策定事業等によって就業につながった事例などを集めた成功事例集を作成し、
今後の就業支援に役立てます。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子自立支援プログラム策定事業等成功事例集の作成

政策分野

５８２－２４１０

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

実績

計画

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

事例収集のみで、コストは発生していません。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

3

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

現状のまま事業を進めます。

市の実施する事業についての成功事例集であり、市の関与は必要です。

成功事例集作成に向けての事例収集は必要です。

平成23年度作成に向けての事例収集を行いました。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

今後の就業支援に役立てることができます。

実
施
状
況

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

成功事例集の作成



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、事業の継続が必要です。

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、事業を継続します。

4

3

実
施
結
果

実績
母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、貸付件数の増加に努めます。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

事業の継続実施

　母子家庭の子どもが高等教育を受ける機会の保障や厳しい雇用情勢の中での母親の就労を確保し、母子家庭の経済的自立の促進および
生活意欲の向上を図るため、その利用を促進します。

実
施
工
程

平成２２年度

目標平成２３年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子寡婦福祉資金貸付金制度の利用促進

政策分野

５８２－２４１０

平成２６年度

平成２２年度

ひとり親家庭への支援

平成２３年度 計画変更理由

計画

子ども家庭局・子育て支援課

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

事　業　名

平成２５年度平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

母子寡婦福祉資金の貸付
件数:935件

内容

内容

935

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

母子及び寡婦福祉法に定められた事業であり、金額等は法で規定されています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

母子及び寡婦福祉法により、自治体が行うことと規定されています。

726,200

母子及び寡婦福祉法に定められた事業であり、母子家庭等に与える影響が大きいと考えます。

貸付事業の実施により、母子家庭等の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を推進しました。

4

事業費

うち一般財源

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

母子家庭等の子どもの就学、母親の資格取得等を助け、生活の向上、安定に寄与しました。

実
施
状
況

達成度

407,890

達成度

当初の
予定

母子寡婦福祉資金の貸付

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

母子寡婦福祉資金の貸付

実績

計画

貸付件数



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

在宅就業支援事業の実施

在宅就業支援事業の実施
受講者数：37人

目標平成２３年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

ひとり親家庭等の在宅就業について、業務の開拓、従業者の能力開発、相談支援等の一体的取組みを実践し、就業の拡大に向けた環境整
備を図ります。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ひとり親家庭の在宅就業支援

政策分野

５８２－２４１０

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

受講者数

実績就業による自立を促進することは重要であることから、母子家庭等の就業を支援する施策の利用数
を指標としました。

計画

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

企画コンペ方式により事業者を選定し、効果的に事業を行いました。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

3

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

3

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

23年度末までの事業として、計画通り取り組みます。

37,608

事業の実施主体は、自治体と定められています。

38,850

在宅就業はひとり親にとって有効な就業形態であり、その環境整備を図る必要があります。

就職・再就職に困難を伴う、ひとり親家庭の父母等に対して、安定した在宅での就業ができるよいうに支援するため、業務開拓や
受講者の能力開発を行いました。

3

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

就業の拡大に向けた環境整備を図りました。

実
施
状
況

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

在宅就業支援事業の実施



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、事業の継続が必要です。

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、事業を継続します。

4

3

実
施
結
果

実績
母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、貸付件数の増加に努めます。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

事業の継続実施

　母子家庭の子どもが高等教育を受ける機会の保障や厳しい雇用情勢の中での母親の就労を確保し、母子家庭の経済的自立の促進および
生活意欲の向上を図るため、その利用を促進します。

実
施
工
程

平成２２年度

目標平成２３年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子寡婦福祉資金貸付金制度の利用促進

政策分野

５８２－２４１０

平成２６年度

平成２２年度

ひとり親家庭への支援

平成２３年度 計画変更理由

計画

子ども家庭局・子育て支援課

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

事　業　名

平成２５年度平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

母子寡婦福祉資金の貸付
件数:935件

内容

内容

935

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

母子及び寡婦福祉法に定められた事業であり、金額等は法で規定されています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

母子及び寡婦福祉法により、自治体が行うことと規定されています。

726,200

母子及び寡婦福祉法に定められた事業であり、母子家庭等に与える影響が大きいと考えます。

貸付事業の実施により、母子家庭等の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその児童の福祉を推進しました。

4

事業費

うち一般財源

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

母子家庭等の子どもの就学、母親の資格取得等を助け、生活の向上、安定に寄与しました。

実
施
状
況

達成度

407,890

達成度

当初の
予定

母子寡婦福祉資金の貸付

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

母子寡婦福祉資金の貸付

実績

計画

貸付件数



新規 拡充 重点 継続

○

人 人 年度

人

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

当初の
予定

適正な医療費の支給

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

保険診療による自己負担額を助成するものであり、代替手段は考えられません。

実
施
状
況

達成度

今後とも、母子、父子などひとり親家庭等の健康の保持と健やかな育成を図るため、現状のまま進める
ことが適当です。

1,474,833

851,698

保険診療による自己負担額を助成するものであり、市以外の団体の関与は考えられません。

693,216

1,161,341

ひとり親家庭等の経済的負担が増すため、医療機関への受診を抑制することになり、ひとり親家庭等
の健康の保持、健やかな育成が図れません。

ほぼ計画受給者数通りであり、経済面における子育ての悩みや不安を感じる人の割合の減少につながったと考えます。

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

保険診療による自己負担額を助成するものであり、代替事業によりコストを削減する余地はありませ
ん。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実績

計画

内容

内容

32,408

93.3

ひとり親家庭等医療の受給者数

実績ひとり親家庭等医療の受給者数が増えることにより、経済面における子育ての悩みや不安を感じる
人の割合は減少すると予想されるため、活動指標として掲げました。

計画

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

平成２５年度

30,564

平成２６年度

34,739

平成２２年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ひとり親家庭等医療費支給制度

政策分野

５８２－２４１０

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

計画変更理由

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

適正な医療費の支給

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

目標

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

母子、父子などひとり親家庭等の健康の向上と福祉の増進を図るため、保険診療による医療費の自己負担額を助成します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

今後も、ひとり親家庭等の健康の向上と福祉の増進を図るため、現状のまま進めることが適当
です。



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

・定例支払月
　４月・８月・１２月（年３回）
・随時支払月
　毎月

同上

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

適切な審査・認定と確実な手当支給を行います。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

・定例支払月
　４月・８月・１２月（年３回）
・随時支払月
　毎月

・定例支払月
　４月・８月・１２月（年３回）
・随時支払月
　毎月
・８月から父子にも対象拡大

同上

・定例支払月
　４月・８月・１２月（年３回）
・随時支払月
　毎月

同上

目標

手当を確実に支給する

平成２３年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童について児童扶養手当を支
給し、もって児童の福祉の増進を図ることを目的としています。
※　平成22年8月1日より、支給対象が拡充され、父子家庭の父も対象となりました。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

児童扶養手当

政策分野

５８２－２４１０

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子育て支援課

手当の支給完了

手当の支給対象者に対し、確実に支給する

実績
申請を受理し、支給要件当の審査をした上で認定を行い、その者に対し手当を支給します

計画 手当を確実に支給する

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

法定受託事務（支給要件・手当額等が全国一律に定められているため、評価に馴染まないと考えてい
ます。）

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

法定受託事務であり、引き続き法令に基づき、適切な手当の支給を行います。

5,383,944

3,586,485

法定受託事務のため、市の関与は不可欠です。

3,821,155

5,722,595

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に甚大な影響を及ぼすことが考えられます。

適切な審査・認定を行い、確実に手当の支給を行っています。（進捗率１００％です。）

平成22年度支給実績（平成23年3月末現在）
・延支給件数　34,664件、・支給額合計　5,383,943,790円

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に十分寄与しています。

実
施
状
況

同上

・定例支払月
　４月・８月・１２月（年３回）
・随時支払月
　毎月

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

同上



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

継続実施

平成２３年度

継続実施

母子家庭、父子家庭及び寡婦の生活の安定を図るため、修学等の自立促進に必要な事由や疾病等の事由により一時的に生活援助や保育
サービスが必要なとき、生活を支援する者（家庭生活支援員）を派遣します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

家庭生活支援員派遣件数
：３２７件

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

目標

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

計画変更理由

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ひとり親家庭等日常生活支援事業

政策分野

５８２－２４１０

平成２６年度

平成２２年度

子ども家庭局・子育て支援課

平成２５年度

327

家庭生活支援員派遣件数

実績
ひとり親家庭等の子育て・生活を支援する施策の利用数の増加に努めます。

計画

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

母子福祉団体に委託することにより、効率的に事業を行っています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

3

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

母子家庭等の生活の安定を図るため、引き続き、現状の支援を行います。

4,190

1,882

母子及び寡婦福祉法により、実施主体は自治体と規定されている。

2,419

4,894

母子及び寡婦福祉法に定められた事業であり、母子家庭等の生活の安定を図る上で必要です。

家庭生活支援員の派遣により、母子家庭等の生活の安定を図りました。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

生活援助、保育サービスの便宜を提供することにより、母子家庭等の生活の安定に寄与しました。

実
施
状
況

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

日常生活支援事業の実施

当初の
予定

日常生活支援事業の実施

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

母子生活支援施設（母子寮）の運営 継続実施

母子生活支援施設（母子寮）の運営

目標平成２３年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

市内2箇所の母子寮において、児童の福祉に欠ける母子を保護し、自立促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談
その他の援助を行います。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子生活支援施設（母子寮）の運営

政策分野

５８２－２４１０

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

実績

計画

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

指定管理制度によりコストの削減等に努めています。（措置費は国基準により支弁）

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

児童の福祉に欠ける母子を保護し、自立を促進させるためには、事業の継続が必要です。

142,589

76,135

児童福祉法に基づく施設であり、市の関与をなくすことはできません。

72,293

136,886

児童福祉法に基づき、児童の福祉に欠ける母子を保護する必要があります。

児童の福祉に欠ける母子を保護し、その自立の促進のために生活を支援しました。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

母子を保護し、その自立の促進を図りました。

実
施
状
況

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

継続実施



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

休養ホーム利用補助

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

ひとり親家庭等の福祉の向上を図ることができました。

実
施
状
況

達成度

レクリエーションと休養のための便宜を供与するためには、現状のまま進めることが適当です。

120

120

母子及び寡婦福祉法に定める母子福祉施設であり、市の関与は必要です。

225

225

ひとり親家庭等の心身の健康を保持するために必要です。

宿泊料金の一部補助により、レクリエーションと休養のための便宜を供与しました。

3

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

3

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

母子及び寡婦福祉法に、無料又は低額な料金での利用が定められています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

3

実績

計画

内容

内容

17

利用補助件数

実績
ひとり親家庭等の子育て・生活を支援する施策の利用数の増加に努めます。

計画

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

休養ホーム利用補助

政策分野

５８２－２４１０

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

ひとり親家庭等のレクリエーションと休養のため、国民宿舎などを休養ホームに指定し、宿泊料金の一部を補助します。

目標平成２３年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

休養ホーム利用補助 継続実施

休養ホーム利用補助件数：17件

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定



新規 拡充 重点 継続

○

年度

戸

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

　市営住宅定期募集における母子・父子世帯の優先的な取り扱いを継続して実施します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

市営住宅の定期募集に際して、母子・父子世帯からの応募に対して、一般抽選枠と別に募集枠を確保することで入居機会の優先的な取り扱
いを行います。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

内容

－

－

当初の
予定

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

政策分野

－

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子・父子世帯向け市営住宅への優先入居

建築都市局・住宅管理課

582-2556

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

　定期募集全体として年間約１，２００戸を募集しており、そのうちの約３割を住宅困窮者（年長者世
帯・障害者世帯・母子父子世帯・多子世帯）向けに優先的に確保し募集を受け付けています。

－

247

－

母子・父子世帯向け募集住戸数

目標

実績

実績

計画

内容 －

－

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

　市営住宅の実質入居率は９５％となっており空き住戸の効率的な運用に配慮し、より多くの募集住戸
を対象世帯に提供しています。
　また、募集業務や管理業務についても「管理代行制度」「指定管理者制度」を導入し、経済的・効率的
な運用を実施しています。評

価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　より良い募集方法の実施に向けて入居選考方法や提供戸数の見直しを検討します。

－

－

　市営住宅の事業主体は市以外にはなり得ないため、市の関与をなくすことはできません。

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

　市営住宅は、健康で文化的な生活を営むための住居に困窮している方々を対象とするものであり、
特に困窮度が高いとされる母子・父子世帯等に対して優先的に募集を受け付ける本事業は、ひとり親
家庭が安心・安心な生活を営む上で不可欠な事業であると考えています。

実
施
状
況

達成度

計画

平成２２年度

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

　実施しなかった場合、母子・父子世帯に対する生活支援、住環境の提供が低下してしまいます。

平成22年度定期募集（6月・10月・2月）において、母子・父子世帯向けとして２４７戸の優先枠を確保して募集を受け付けました。

4

達成度

市営住宅定期募集における母子・父子世帯の優先的な取り扱いの継続実施

市営住宅定期募集における母子・父子世帯の優先的な取り扱いの継続実施

募集実績　２４７戸



新規 拡充 重点 継続

年度

人

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

実績

計画

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

母子福祉センター運営委託

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

各種相談事業、就業支援講習会の開催等により、母子家庭等の福祉の向上を図りました。

実
施
状
況

達成度

母子家庭等の生活の安定と向上を図るため、引き続き、現状の支援を行う必要があります。

達成度

母子家庭の生活状況は非常に厳しい状況にあり、支援事業を実施しないと、母子家庭等の生活の安
定と向上を図ることはできない。

母子福祉センター事業を実施し、就業支援、生活支援等により、ひとり親家庭等自立と生活の向上を図りました。

4

事業費

4

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

実績就業による自立を促進することは重要であることから、母子家庭等の就業を支援する施策の利用数
の増加に努めます。

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

母子福祉センターは、法で規定された施設であり、市の関与をなくすことはできません。

22,880

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

指定管理者制度によりコストの削減等に努めています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

32,860

22,383

33,830

内容

4,438

連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２２年度

平成26年度

ひとり親家庭への支援

平成２３年度 計画変更理由

計画母子福祉センターにおける講座等の受講者延べ人数

子ども家庭局・子育て支援課

平成２２年度実施事業 ５８２－２４１０

事　業　名

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子福祉センター事業の充実

政策分野

目標平成２３年度

6,000人内容

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

継続実施

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名

母子福祉センターにおける
講座等の受講者延べ人数：

4,438人

「母子福祉センター」において、各種相談事業、自立促進のための各種講座や就職相談会などを実施し、母子家庭等の総合的な福祉の向上
を図ります。今後、さらに、就業支援講習会の充実を図ります。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２６年度平成２５年度

当初の
予定

母子福祉センター運営委託

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

就業支援講習会の充実を図ります。

3

3

実
施
結
果

うち一般財源



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

当初の
予定

ひとり親家庭のガイドブック
（携帯版）の作成・配布

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

継続実施

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

児童扶養手当受給者全員に配布し、ひとり親家庭が自立に必要な施策を有効に活用できるよう情報提
供を充実させました(14,000部）。

実
施
状
況

達成度

自立を図るために必要な情報を周知するためには、現状のまま進めることが適当です。

677

677

行政が主体となって周知する必要があります。

700

700

自立に必要な施策を有効に活用いただくためには、現在の施策を周知する必要があります。

ひとり親家庭等の利用できる制度や施策をまとめた冊子を作成・配布することにより、自立を図るために必要な情報を周知しまし
た。

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

携帯版にすることにより、利便性、経済性を図りました。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実績

計画

内容

内容

実績

計画

子ども家庭局・子育て支援課

平成２５年度 平成２６年度

平成２２年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ひとり親家庭施策の周知

政策分野

５８２－２４１０

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

計画変更理由

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

ひとり親家庭のガイドブック
（携帯版）の作成・配布

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

目標

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

平成２３年度

継続実施

自立を図るために必要な情報を周知するため、ひとり親家庭の利用できる制度や施設をまとめた「ひとり親家庭のガイドブック（携帯版）」を作
成し、配布します

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。



新規 拡充 重点 継続

○

年度

件

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

今後も子どもと家庭に関するあらゆる相談に対応するため、現状のまま進めることが適当です。

92,873

子どもと家庭に関するあらゆる相談に応じ、それぞれの内容に応じた支援・対応を行い、相談者の不安や負担感の軽減を図ると
ともに、関係機関との連携により一定の成果をあげており、事業の適切な運営がなされています。
平成22年4月より、全区役所に保育士を配置し、体制の充実を図りました。

達成度

4

4

子どもと家庭に関するあらゆる相談に応じ、それぞれの内容に応じた支援・対応を行い、相談者の不安
や負担感の軽減を図るとともに、関係機関との連携により一定の成果をあげており、事業の適切な運
営がなされています。

子どもや家庭に関する相談は増加・複雑化する傾向である。「子ども・家庭相談コーナー」における事業
を実施しなかった場合、相談者および潜在的な相談者への影響は計り知れません。

実
施
状
況

実績

計画

相談件数

実績

内容

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

4

85,670

79,443

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

公的な立場で、さまざまな相談に対応するものであり、市の関与は必要です。

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

来所、電話、訪問、手紙など、様々な形態による相談を行います。

達成度

計画

事業の継続実施

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

事業実施にあたり、計画的な研修を通じ相談員の資質向上を図るなど効率的な運営をしています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

80,780

81,703

事　業　名

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

　区役所の「子ども・家庭相談コーナー」では、家庭と子どもに関するあらゆる相談に応じ、母子家庭の自立支援、ＤＶ被害者対応、児童虐待
対応等、それぞれの相談に応じた支援・対応を行うとともに、必要に応じて他の機関のサービス・支援へとつなぎます。さらに、同コーナーの体
制の充実を図ります。

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

政策分野

５８２－２４１０

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

子ども・家庭相談コーナーの運営

平成２２年度実施事業

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

連絡先

目標

内容

平成２３年度

子ども・家庭相談コーナー
の適切な運営

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

子ども・家庭相談コーナー
の適切な運営

（保育士の配置による
体制の充実）

相談件数：81,703件

事業の継続実施

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

目的実現のために２３年度に実施すること

当初の
予定

子ども・家庭相談コーナー
の適切な運営

（保育士の配置による
体制の充実）

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

【次年度計画】

子どもと家庭に関するあらゆる相談に対応するため、事業を継続します。

前年度に評価した
今後の方向性

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

平成２２年度



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

継続実施

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

母子を保護し、その自立の促進を図りました。

実
施
状
況

達成度

児童の福祉に欠ける母子を保護し、自立を促進させるためには、事業の継続が必要です。

142,589

76,135

児童福祉法に基づく施設であり、市の関与をなくすことはできません。

72,293

136,886

児童福祉法に基づき、児童の福祉に欠ける母子を保護する必要があります。

児童の福祉に欠ける母子を保護し、その自立の促進のために生活を支援しました。

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

指定管理制度によりコストの削減等に努めています。（措置費は国基準により支弁）

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実績

計画

内容

内容

実績

計画

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子ども家庭局・子育て支援課

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

母子生活支援施設（母子寮）の運営

政策分野

５８２－２４１０

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 ひとり親家庭への支援

市内2箇所の母子寮において、児童の福祉に欠ける母子を保護し、自立促進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について相談
その他の援助を行います。

目標平成２３年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

母子生活支援施設（母子寮）の運営 継続実施

母子生活支援施設（母子寮）の運営

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

事業を継続します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定
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